
資料１ 過疎地等地方部におけるバス活性化策
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過疎地等地方部のバスの現状認識と課題の整理
（典型例：人口数万人の小都市、過疎地）

• 現状

①自家用車の役割が極めて大きく、バスは主として高齢者や学生が利用

②バス利用者は絶対数が少ない上に、減少傾向が続いており、経営的に厳しい

路線が多数

• 課題

①交通弱者の足として、いわゆる路線バス以外の運行形態を含め、何らかの公共

的な交通機関を確保する必要。

②地域の実情に応じて、次のような対応が必要

◇地域の需要に応じた運行形態や運行主体の選択

◇地域協議会等を通じた地域社会との協働・連携の強化

◇補助制度による以上のような動きの後押し



旅客数の減少と比較して、系統数の減少は緩やか。
そのため、輸送密度が減少し、効率性を低下させている。
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地方部の系統数・輸送人員の推移

• 地方部では、系統数、輸送人員の減少が著しい

• 例えば、山梨県では、系統数、輸送人員とも減少傾向に歯止めがかからない。
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経常収支率は、都市部と地方部との差が大きい。

１７年度経常収支率
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地域によっては補助が収入のうちの大きなウェイトを占めるようになっている。
【保有台数３０両以上の２５４社の収支状況と補助率（平成１７年度）】

収支率 収支率 補助率 補助率

（補助金含まず） （補助金含む） １２年度

北 北 海 道 82.7 98.1 15.4 13.8 

南 北 海 道 96.3 100.9 4.6 5.1 

東 北 84.9 94.2 9.2 7.5 

羽 越 78.2 92.0 13.9 8.7 

長 野 87.9 90.8 2.9 5.6 

北 関 東 92.4 98.1 5.7 2.8 

千 葉 108.6 110.1 1.4 0.9 

武蔵・相模 101.2 102.2 1.1 1.1 

京 浜 106.7 106.8 0.1 0.1 

山梨・静岡 99.2 104.9 5.8 3.1 

東 海 86.6 93.2 6.5 3.8 

北 陸 94.7 103.9 9.2 5.0 

北 近 畿 88.8 97.8 9.0 6.5 

南 近 畿 91.1 99.2 8.1 5.6 

京 阪 神 101.0 102.4 1.4 1.4 

東 中 国 81.4 97.2 15.8 10.6 

西 中 国 92.3 100.6 8.3 6.6 

四 国 73.7 93.6 19.9 14.0 

北 九 州 95.7 97.5 1.8 0.8 

南 九 州 81.3 91.2 9.8 6.7 

沖 縄 95.7 98.4 2.7 0.7 

全 国 95.9 100.5 4.6 3.4 



地方部における運賃改定の動き

マイカーの普及等に伴う輸送需要の減少及び軽油価格の高騰により、平成１０年

度以来となる運賃改定が実施された。

改定内容

○昭和自動車

・実施年月日 平成１８年６月１２日

・平均値上げ率 ６．２％

・改定内容 対キロ区間制 基準賃率40円80銭 → 44円10銭

初乗り運賃 150円 → 160円

○新潟交通

・実施年月日 平成１８年１２月１日

・平均値上げ率 ６．７％

・改定内容 対キロ区間制 基準賃率34円80銭 → 36円20銭

初乗り運賃 150円 → 160円



平成１１年運輸政策審議会答申が示した生活交通の確保方策（その１）

（１）基本的方向

• 退出は、許可制から事前届出制に。このため、需給調整規制を背景とした制度的な内部補助
を前提としない新たな仕組みを作る必要。

• 地方公共団体は地域の生活の足の確保や地域のまちづくりの観点から、国はナショナルミニ
マムの観点から、必要な方策を適切に分担・協調して講じる。

• 地方公共団体がより主体的に関与していくことが適当。

• 地域の関係者が本当に必要なバス交通サービスの見極めを行い効率的な輸送形態を選択
する、事業者等の経営効率化及び創意工夫を促進するような措置を講じるための具体的な
対策を講じることが適当。

○答申を受けた対応

• 事業者ごとの補助から路線ごとの補助へ転換

• 地方財政措置の拡充



平成１１年運輸政策審議会答申が示した生活交通の確保方策（その２）

（２）公的補助制度のあり方

• 欠損補助ではなく、必要な費用を補填する運行委託的な補助を行うよう制度を見直すことが
適当。

• 補助の対象とする生活交通の範囲、輸送サービス水準等については、地方公共団体が主体
的に判断することが適当。このため、安定的な地方財源の手当を関係行政機関と十分検討す
ることが適当。

• 国は、広域的、幹線的な輸送サービス類型について、地方公共団体を通じて支援することが
適当であり、このため、現行の補助制度について所要の見直しを行うことが適当である。

• 効率化を図るため、スクールバス、福祉バス等との一体的運行を促進することが適当である。

• 補助金額の決定に当たっては、入札制に準じた仕組みを含む適切な方法について検討を行
うことが適当である。

○答申を受けた対応

• 事業者ごとの補助から路線ごとの補助へ転換。黒字事業者に対しても補助

• 国の補助対象を広域的・幹線的な路線とするため、補助要件を変更

（運行回数は１日３回以上、キロ程が１０ｋｍ以上、複数市町村にまたがること）

• スクールバス、福祉バスとの一体的運行を促進するための補助制度を創設（１３～１９年度）

• 市町村バスにおいては、入札を実施している市町村がある。



平成１１年運輸政策審議会答申が示した生活交通の確保方策（その３）

（３）地域における取り組みのあり方

• 事業者が路線退出を希望する場合や今後路線の維持が困難と認められる場合に、地域の
足をどう確保していくか、その場合の公的補助のあり方、確保するサービス内容等につい
て地域の関係者が協議し、合意に基づく必要な措置が具体的に講じられることが適当であ
る。このため、都道府県が主体となって、都道府県、関係市町村、事業者、国土交通省を主
たるメンバーとする地域協議会（仮称）を必要に応じて設置し、協議することが適当である。

○答申を受けた対応

• 地域協議会が各都道府県において設置された。

• 路線退出時には、地域協議会において、生活交通の確保方策について協議が行われてい
る。



地域協議会

（１）地域協議会の運営

①協議事項 生活交通のあり方一般、具体的な路線の生活交通確保方策

②構成員 原則として都道府県、市町村、地方運輸局、事業者

議長は都道府県、副議長は地方運輸局

③運営方法 退出しようとする事業者は、休廃止の届出に先立ち、休廃止予定日の１年程度

前に退出の意向を申し出

（２）地域協議会の必要的協議事項

①路線の廃止について

②生活交通路線維持確保３カ年計画の承認（国の地方バス路線維持費補助は３カ年計画で

位置づけられた路線に対して補助することとしている。）

（３）地域協議会の課題

①国の地方バス路線維持費補助を得るための３カ年計画を形式的に承認する場となっており、

日頃から、地域の生活交通をどのように確保していくか等についての実質的な議論がなされ
ていないケースが多い。

事業者から撤退の申し出があってから、生活交通の確保方策について協議が開始される。

②補助の効率性向上について検討をなされることは少ない。



路線廃止の手続き
【事前届出制（原則６ヶ月前まで）】

地域協議会の設置

生活交通の確保に関する地域における枠組み作り、

その他の生活交通のあり方一般に関する審議

事業者から退出意向の申し出等（廃止の１年前を目途）

議長が地域協議会の招集

事業者からの意見聴取・輸送サービスに関する書類の提出を求める。

生活交通の確保に関する調整の円滑化のための利用者等からの意見聴取

生活交通の確保のための具体的調整

具体的な路線に係る生活交通の確保に関する計画の策定

関係者は、結果を尊重し、協議が調った事項を処理



路線廃止の状況
H18.11.30現在

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年度計 累計

届出件数 4 3 7 7

届出系統数 4 4 8 8

届出件数 3 2 1 0 2 6 1 2 1 2 0 4 24 31

届出系統数 39 3 1 0 45 83 1 2 1 3 0 9 187 195

届出件数 1 2 0 0 0 10 1 1 4 1 2 2 24 55

届出系統数 1 4 0 0 0 44 1 1 7 1 2 39 100 295

届出件数 0 1 0 3 0 6 1 0 1 2 0 6 20 75

届出系統数 0 3 0 5 0 48 3 0 3 4 0 55 121 416

届出件数 0 0 0 2 0 4 0 0 2 0 0 0 8 83

届出系統数 0 0 0 3 0 23 0 0 4 0 0 0 30 446

届出件数 1 5 2 1 3 8 3 1 24 107

届出系統数 3 323 6 1 4 37 20 14 408 854

※各月の系統数は、当該月に届出のあった廃止予定系統数であり、実際の廃止月・系統数とは異なる。

Ｈ１７年度

Ｈ１８年度

Ｈ１３年度

Ｈ１４年度

Ｈ１５年度

Ｈ１６年度



宮城県、鹿児島県の事例

宮城交通による路線バス廃止

○平成１７年１２月

宮城交通及び地域子会社から、運行して
いる系統の１／４にあたる１０７系統の廃止
の申し出

○平成１８年６月～９月

１０７系統について

・７系統 運行継続

・３４系統 廃止同意も今後引き続き協議

・５１系統 コミバス等に転換

・１５系統 廃止

いわさきグループによる路線バス廃止

○平成１８年５月

いわさきグループ５社から、運行している
７６３系統の４割強に当たる３２３系統の廃
止の申し出

○平成１８年１１月

３２３系統について

・１１２系統 運行継続

・１５９系統 コミバス等に転換

・５２系統 廃止



生活交通確保の現状
【路線維持方策のイメージ図】

黒字路線 赤字路線

公的支援

国

都道府県

（都市部の幹線輸送）

黒字路線
（過疎部から中心都市への広域的・幹線的路線）

国庫補助路線

（広域的・幹線的路線に準じる路線）

都道府県単独補助路線

（市町村内の生活交通路線）

市町村単独補助路線

（廃止代替または交通空白地の足の確保のため、
自治体の委託により貸切事業者が運行）

旧21条乗合許可
（交通空白地の足の確保のため自治体等が

自家用車両により有償で運行）

旧80条許可
過疎地におけるNPOの参画

約10,000系統 約2,000系統

約6,000系統

約3,000系統

約1,000系統

自治体の財政負担

地
方
財
政
措
置

運行

内部補助

道路運送法改正
により「乗合事
業」となる

道路運送法改正
により登録制とな
る

注）

このイメージ図は、平成16

年12月の事業者アンケート

（407社局回答）、平成17年

10月の地方運輸局による

コミュニティバス調査結果を

基に作成したものである。

市町村地方単独補助

地方バス補助

72億円（国）

72億円（都道府県）

道路運送法第４条乗合許可

（ネットワーク維持の観点から事業者が維持）

内部補助路線

（企業等の支援路線）

企業等補助路線

（地域への配慮から事業者が維持）

その他の赤字路線

約14,000系統

約400系統



生活交通路線維持補助

（１）維持費補助

生活交通路線における経常費用と経常収益の差額について補助

経
常
費
用

経常収益

国
都道
府県

欠損

（２）車両購入費補助

生活交通路線で運行する車両の購入費を補助。ただし上限は１４５０万円



旧補助制度 現 行 補 助 制 度

事業者毎の補助 路 線 毎 の 補 助

平成13年４月

知 事 が 路 線 指 定

一定規模の輸送量がある路線

地域協議会で計画を策定し補助

広域的・幹線的路線に重点化

国庫補助対象外の路線：自治体

の判断により維持を図ることとし、

これに対して一定の交付税措置

赤字事業者のみを対象 黒字・赤字事業者いずれも可

地方バス補助制度の新旧比較



〈生活交通路線とは〉

地域協議会において地域住民の生活に

必要な旅客自動車輸送の確保のために、

維持・確保が必要と認められ、都道府県

知事が指定し、かつ、右に掲げるすべて

の要件を満たすもの

〈補助要件〉
（イ） 複数市町村にまたがるもの（注１）

（ロ） キロ程が１０㎞以上のもの

（ハ） １日当たりの輸送量が１５人～１５０人のもの

（ニ） １日当たりの運行回数が３回以上のもの（注２）

（ホ） 広域行政圏の中心市町村等にアクセスするもの（注３）

（ヘ） 経常収益が経常費用の原則として１１／２０以上の

路線（注４）

（注１） 要件成否の決定は、平成１３年３月３１日における市町村の状態に応じて決定。ただし、平成１３年４月１日以降に市町村合併が行われた後の単一市町村内を運行するものとして新た
に国庫補助金を受けようとする路線は対象外とする。

（注２） 地域協議会が認めた場合は、「平日１日当たりの運行回数が３回以上」とする。

（注３） 要綱別表２に定める広域行政圏の中心市町村への需要に対応して設定されるもの、都道府県庁所在地への需要に対応して設定されるもの又は、それ以外の市町村であって、総合

病院等医療機関、学校等の公共施設及び商業施設等が存在するなど、広域行政圏の中心市町村に準ずる生活基盤が整備されていると認められるものとして、都道府県知事が指定し、

国土交通大臣の承認を受けたものへの需要に対応して設定されるもの。

（注４） 経常収益が経常費用（事業者のキロ当たり経常費用を使用したもの）の１１／２０に満たない路線の場合は、都道府県及び市町村が補助することにより経常収益並びに当該都道府県

及び市町村の補助額の合計額が経常費用の１１／２０に相当する額に達するもの。

広 域 的 ・ 幹 線 的 な 路 線

広域行政圏の中心市町村等

生活交通路線の概要

Ａ市 Ｂ町 C村



12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

4,647
(6,962)

2,811

(5,126)

車両購入費 1,533 1,669 818 630 780 690

（参考）

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

139 201 204 212 227 225

4,342 3,466

1,595 1,843 1,860 1,895 1,799

220百万ｷﾛ 94百万ｷﾛ

100百万ｷﾛ 226百万ｷﾛ 240百万ｷﾛ 242百万ｷﾛ 240百万ｷﾛ

132百万人 53百万人

70百万人 148百万人 153百万人 149百万人 144百万人

201 235 203 193 131 139

　平成１７年度においては、１乗車あたり約５０円、協調補助分を含めると約１００円の補助を行っていることとなる。
　 <算式> 72億2百万円÷1億4400万人≒50円

7,318

6,400 6,460

7,090

　（注）補助路線数、実車走行キロ及び輸送人員の上段は、旧補助制度（第２、３種路線補助）である。

5,438路線維持費

補  助  事  業  者  数

（単位：百万円）  

6,500 6,659

7,2027,301

補   助   路   線   数  

補助路線の輸送人員

補   助   車   両   数  

実　車　走　行　キ　ロ

3,653百万人

2,392百万ｷﾛ

　（注）13年度予算額の（　）内の額は、旧補助制度における第2、3種路線補助予算額を含んだ額である。

7,264交　　付　　実　　績

乗合バス全体

地方バス路線維持対策補助交付額の推移

◆最近の補助実績について

17年度

513

37,472



国庫補助金の地方別の状況

１３年の制度改正を境に、東北、四国の補助金額が減少し、中部、九州の補助金額が増加している。

１０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度

北海道 946,198 1,011,602 981,237 913,322 1,069,900 1,115,145 1,070,709 1,061,447 

東北 1,715,401 1,387,497 1,402,932 1,513,777 1,239,458 1,142,713 995,587 867,894 

北陸信越 359,617 286,426 301,737 363,210 527,461 492,982 498,035 464,028 

関東 483,040 361,964 272,843 287,485 346,897 325,759 327,114 380,735 

中部 582,914 530,147 464,093 657,513 907,494 1,005,644 1,129,896 1,129,806 

近畿 464,578 489,829 518,283 517,164 607,233 591,882 610,689 589,785 

中国 1,253,197 1,091,449 1,070,679 905,377 979,742 944,178 959,351 967,425 

四国 1,102,687 994,961 891,474 910,210 640,519 630,654 566,093 640,198 

九州 764,066 822,022 872,940 869,507 969,614 998,000 1,057,961 1,064,296 

沖縄 23,618 19,431 24,777 24,437 30,119 53,859 48,837 36,695 

全国 7,695,316 6,995,328 6,800,995 6,962,002 7,318,437 7,300,816 7,264,272 7,202,309 



都道府県ごとの国庫補助金の単位当たり執行状況
輸送人キロ 一人当たり 輸送人キロ 一人当たり 輸送人キロ 一人当たり

当たり補助金 補助金 当たり補助金 補助金 当たり補助金 補助金

(円／人キロ) (円／人) (円／人キロ) (円／人) (円／人キロ) (円／人)

北海道 5.7 65 東京都 12.1 70 岡山県 6.3 42 

青森県 5.7 46 神奈川県 7.7 75 広島県 4.3 35 

岩手県 4.6 35 山梨県 5.8 25 山口県 6.9 64 

宮城県 2.7 26 福井県 5.5 40 徳島県 8.2 52 

秋田県 6.9 46 岐阜県 7.4 62 香川県 5.5 36 

山形県 6.7 31 静岡県 7.6 43 愛媛県 7.6 60 

福島県 5.5 29 愛知県 6.6 52 高知県 4.9 46 

新潟県 5.3 45 三重県 9.4 58 福岡県 5.2 25 

富山県 3.8 28 滋賀県 4.7 32 佐賀県 6.8 42 

石川県 3.7 32 京都府 8.5 78 長崎県 5.7 42 

長野県 4.3 27 大阪府 熊本県 4.1 30 

茨城県 3.1 19 奈良県 9.5 72 大分県 4.5 54 

栃木県 3.0 19 和歌山県 5.6 47 宮崎県 3.0 25 

群馬県 4.4 32 兵庫県 6.1 38 鹿児島県 5.7 55 

埼玉県 鳥取県 9.7 58 沖縄県 2.7 25 

千葉県 6.0 36 島根県 4.9 37 全 国 5.8 45 

備考）１．補助金額は、路線維持費補助金のみであり、車両購入費補助を含んでいない。

２．国庫補助金のみであり、都道府県の協調補助をあわせると、倍となる。



都道府県別輸送人キロ当たりの路線維持費補助金と収支率の関係
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生活交通確保のための地方財政措置の概要

現行制度 県 分 特別交付税（一部普通交付税）

市町村分 特別交付税

特別交付税措置の概要

国庫補助地方負担分 負担額の８割

地方単独事業 負担額の８割

地方財政措置の規模（地方財政計画上）：事業費ベース

平成１３年度 ５５０億円

平成１４年度 ７００億円

平成１５年度 ７３０億円

平成１６年度 ７４０億円

平成１７年度 ７５０億円

平成１８年度 ７６０億円



地方単独補助の推移
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１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度

合 計 額

都道府県

市 町 村

（単位：千円）

１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度

都道府県 7,763,177 8,392,789 5,963,958

市 町 村 18,976,730 24,602,316 29,917,336

合 計 額 15,049,369 22,382,402 26,739,907 32,995,105 35,881,294

備考）日本バス協会調べ。４条と旧２１条が対象で旧８０条は含んでいない。



事業者選定の際のガイドライン

価格だけを評価する入札も広範に行われていることから、国土交通省から地方公共団体あて

に以下の内容からなるガイドラインを発出（平成１８年９月）

○ コミュニティバス、市町村バス等の運行の安全性を更に向上させつつ、環境に優しい交通
機関として地域住民から高い評価を得るためには、運行主体の選定に当たっては、運行経
費等に加えて、安全性の向上、利用者利便の向上、環境の保全等についても評価を行い、
運行主体を総合的に評価することが望ましい。

○ 価格以外の評価項目の例は以下のとおり。

①安全確保方策

国土交通省による処分の状況、重大事故の発生の状況（過去○年間）、

運行管理体制の状況、車両整備の体制、車庫との距離、適切な乗務割、

労働時間を前提とした運転者の選任計画、休憩仮眠施設の状況

②旅客の利便の確保方策

事故時の処理体制、事故時の損害賠償能力、災害発生時等緊急時の対応能力

予備車両の状況、高齢者・障害者等への配慮、利用者に対する情報提供の体制

苦情対応体制、他の交通機関とのネットワーク構築に向けた取り組み

③環境保全への取り組み

低公害車の導入状況、省エネルギーへの取り組み状況

エコモ財団のグリーン経営認証又はISO14001の取得の有無



病院等

ＮＰＯ 市町村バス

自宅

道路運送法の一部改正（１８年１０月）

趣旨：近年、過疎化が進行し少子高齢化が進展する中で、各地で導入されつつあるコミュニティバス、
乗合タクシー、市町村バス、ＮＰＯによるボランティア有償運送等の新たな運送サービスが、地
域の多様なニーズに的確に対応しつつ、安全・安心なものとして提供されるための措置を講じる。

（１）コミュニティバスや乗合タクシー等の利用促進

① デマンドバスや乗合タクシーといった定期定路線以外の乗合旅客の運送についても「乗合事
業」の許可により、サービスを提供することを可能にする。

② 地方公共団体、地域住民等から構成される地域公共交通会議の合意がある場合には、上限
認可を不要とし、ニーズに応じた柔軟な運賃設定を可能とする。

（２）市町村バスやＮＰＯによるボランティア有償運送の登録制度導入

過疎地における住民の生活交通や移動制約者の移動手段など、バス・タクシー事業者による
ことが困難であり、地方公共団体、バス・タクシー事業者、地域住民等地域の関係者が必要と合
意した場合には、市町村、ＮＰＯによる運送サービスの提供を可能とする。

※関係者の合意

市町村バス：地域公共交通会議

過疎地有償運送：運営協議会



生活交通路線の法律の適用関係

• デマンド型バス等定時定路線のバス以外のものは、乗合運送を行っていながら、貸切バス事業の許可
を取得した上で、２１条の乗合運行の許可を取得するという運用を行っていた。

• １８年１０月の改正道路運送法で、デマンド型バス等も「乗合バス事業」に位置づけられた。

• 地域公共交通会議で、運賃・料金について、地域の関係者の合意が得られている場合には、届け出で
足りることとされ、地域における議論の活性化を促進する仕組みになっている。
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（デマンド）

改 正 前 改 正 後

４条コミバス



デマンド交通

• 過疎地の交通にはデマンド交通が有効なケースもある。

• これまでは、定時定路線のバスが廃止された場合に、各市町村や商工会議所が独自にシ
ステムを構築してきた。

• 道路運送法の改正により、デマンド交通も第４条に位置付け（従前は旧２１条）。

• また、１９年度予算から、デマンド交通のシステムの構築費用が、ＮＥＤＯ（新エネルギー・
産業技術総合開発機構）の補助対象事業の対象となった（補助率１／３）。

• 各市町村や商工会議所が独自にシステムを構築する方法は、システムの構築・維持・更
新に多大な費用を要する。

事例：初年度 システム等構築費 約１０００万円（設置工事費等は含まず）

毎年度 オペレーター人件費 約３００万円、保守回線使用料約２００万円

• 今後は、ローコストの運営を目指すため、複数の市町村等が共同でシステムを構築・維持
する等実態に即したシステムとする方向で検討することが有効

デマンド交通

受付データの送信

運行の指示

共同受付センター

予約
利用者 利用者

デマンド交通

予約



過疎地等地方部におけるバス交通等の確保策の方向性（案）

１．地域の需要にあった手段の選択

各地域において、必ずしも路線バスのみではなく、需要の規模や態様に適合した交通手段（乗
合タクシー、デマンド型交通、ボランティア輸送等）を選択することが必要

＊路線バスからの転換、合理的な手段の選択を促す助成等の制度

＊弾力的な交通サービスの提供が可能となる規制等の制度

２．バス事業者と公的主体・地域社会の適切な役割分担と連携

バス事業者は、経営合理化等により、極力路線の維持に努めるとともに、なお維持困難な路線
については、地域においてその必要性を判断し、公的主体や地域社会の負担により交通手段の
確保を行うことが必要であるが、その一連の過程において、バス事業者と行政、地域住民とが、
情報や問題意識を共有し、連携と適切な役割分担を図ることが必要

＊各々の路線の状況につき、日常から各関係者が情報を共有し、状況に応じ、利用促進策、

将来の交通手段維持のあり方等の検討を行う体制

＊バス事業者は、地域の旅客動向やバス運行等に精通しうる立場にあり、地域における検討

に積極的に参画・貢献することが期待される。

３．公的な補助により維持される路線における効率性等の確保

補助金等の公的負担により維持される路線については、漫然と運行が継続されるなどのおそれ
があり、常に必要性を検証しながら、運行の効率化や需要に適合した路線設定を確保するよう努
めることが必要

＊効率化や増収努力を促す仕組みが内在した補助等の制度

＊必要性や路線・サービスレベルの適切性が常に検証される仕組み



補助制度の効率性の維持の取り組み

補助財源の限度
補助金に内在する課題として、補助金が事業者の行動にマイナスの影響を与える可能性

補助要件に適合させる路線設定等の可能性
○複数市町村に跨るように路線設定
○路線長が１０ｋｍ以上となるように 路線設定

○運行回数を３回以上に設定

経営努力を促す措置等
○補助金算定上ブロック単価を上限とする。

『事業者負担の導入』
○経常収益が11/20以上の路線に限定

『補助限度の設定』
○地域協議会において、補助対象路線を確定

『合理性のチェック』

１８年度の改善措置
○路線のアセスメントの実施 『地域協議会でのチェックを強化』
○収支改善計画の策定 『効率性・増収策のチェックの強化』
○運行回数３回以上の要件 を休日は撤廃 『要件の適正化』

国の役割に対応した補助要件の設定
○広域性の要件 複数市町村に跨ること

路線長が10km以上であること
○幹線性の要件 輸送量が15～150人/km以上

運行回数１日に３回以上

残された課題
効率性向上のためのインセンティブの強化
地域協議会でのチェックの更なる強化

更なる効率化を推し進めるインセンティブの不足
地域協議会の形骸化



地方バス補助制度の１８年度における改善措置

◎平成１３年の制度改正から５年が経過したことを受け、検討会議を設け、検討した結果、以下の改善策を１８

年度から実施することとした。

（１）全ての路線を対象にアセスメントを実施

事業者の自己評価をもとに地域協議会において評価を実施し、効率の観点からチェックを行う。

評価項目 運行ルートやバス停の位置

運行ダイヤ

コミュニティバス等地域交通政策との整合性

他の乗合バス路線との競合回避努力

鉄軌道との競合回避努力

乗合バスで維持することの経済合理性

沿線への広報・ＰＲ努力

沿線住民の認識・理解

（２）高額補助金交付路線（補助金額が上位５％の路線）での収支改善計画の作成義務付け

事業者が地域の実情に精通している市町村と協働し、具体的な収支改善計画を作成・実行する。

１９年度からは、５年かけて全ての路線で収支改善計画を作成

（３）利用者、地域住民に対する情報開示

沿線住民が補助路線であることを認識し、路線維持に向けた協力を得ることが目的

（４）生活交通再生路線に対する補助制度の創設

補助路線から、小型のコミュニティバスによる運行等地域の実情にあい、より低廉な輸送サービスに転
換する取り組みを支援する制度



補助金に係るインセンティブ等のポイント

○視点
• コスト削減のインセンティブがあるか？

• 増収に対するインセンティブがあるか？

• 利潤を上げることができる仕組みとなっているか？

○当委員会第１次とりまとめ（１８年７月）における整理
（１）地方バス補助制度におけるインセンティブの付与のあり方

現行の地方バス路線維持費補助制度は、需給調整規制が廃止された際に見直され、生活交

通路線においても市場原理（参入圧力への誘因）が働き、最も少ない補助金で当該路線を運
行する事業者が選定されることを前提として構築されている。しかしながら、実際は、赤字路線
に対する参入圧力への誘因は発生せず、収支改善へのインセンティブが働きにくい制度となっ
ているとの指摘がなされている。

このため、地域関係者との協働・連携による利用促進と事業者の創意工夫を活かして、より

効果的・効率的に地域のニーズに対応した形で安定的に生活交通の維持確保を図っていくた
めの方策を検討する必要がある。



現行の効率化のインセンティブ

• 経常費用の算定に上限を設定。上限は、地域ごとの平均単価

• 上限を超えた経費については補助金に算定せず。

• 地域の平均単価を超える事業者にとっては、コスト削減のインセンティブとして機能

• 地域の平均単価を下回る事業者にとっては、効率化のインセンティブとして機能し
ていない。

地域標準
キロ当たり
経常費用

×
当該路線の
走行キロ

当該事業者の
当該路線に

係る経常費用
当該事業者の
当該路線に

係る経常収益

補助

事業者等の負担



旧制度のもとでのインセンティブ

• 地域の標準的な費用を下回る費用で経営を行っている事業者に対しては、その差額の１０％を
欠損額に上乗せして補助を行っていた。
（ただし、地域の標準的な費用が、費用の全国平均を下回っている場合に限る。）

• 平成１３年の補助制度改定時に、生活交通路線においても市場原理（参入圧力）が働き、最も
少ない補助金で当該路線を運行する事業者が選定されることを前提として、「インセンティブ措
置は不要」と整理された。

• 現在、全体としてコスト削減が進んでいることから、こうしたインセンティブを復活させることとは
していない。

地域標準
キロ当たり
経常費用

×
当該路線の
走行キロ

当該事業者の
当該路線に

係る経常費用 当該事業者の
当該路線に

係る経常収益

補助額
＝欠損
＋＠

差額

欠損

差額×１０％＝＠



インセンティブに係る課題

• 需給調整規制撤廃後は、生活交通路線においても市場原理（参入圧力）が働き、
最も少ない補助金で当該路線を運行する事業者が選定されることを前提として、
「インセンティブ措置は不要」と整理された経緯がある。

• 市町村が入札により発注する市町村バス等では新規参入の事例もあり、コスト削
減の効果がある。特に、入札方式では、効率的な事業者においては、利潤を上
げることが可能

• 既存事業者がネットワークとして維持している路線に対して補助を行う場合には、
参入圧力に期待したコスト削減は極めて限定される。赤字が生じた場合、それだ
け補助が行われることになっており、路線の見直し等のインセンティブも限定され
ている。

• また、利用者確保による増収に対するインセンティブも存在しない。
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資料２ これまで出された主な意見（第５回から第７回まで）

１．全体について

○ＰＤＣＡが大切であり、常に見直しが必要な旨言及が必要である。

○成功している先進事例をレビューする必要がある。

○ロンドン等の公営の交通局と、委託先の民間事業者の関係を調査する必要がある。

２．バス利用の促進策について

○バス利用促進策は長らく同じことが言われている。バス利用促進策が進まない理由を

明らかにし、そこを解決できる仕組みを検討するべきである。

○走行環境が改善されれば、バス利用は促進されるが、なかなか結果に結びつかない。

○走行環境改善には、駅前では交通規制が有効であり、駅前以外では交差点の改良が有

効である。また、バスベイの設置は渋滞対策に有効である。

○信号の運用改善で走行環境の改善ができると考えているが、警察のほうで柔軟な対応

がなされないケースが多い。道路改良についても、バスの走行環境の改善には優先的

な運用が行われるようにするべきである。

○バス優先レーンには強制力がないので実効があがりにくい。

○乗り継ぎ時の運賃割引等について、改善を図る必要がある。

○オムニバスタウンについては、都市の規模に合わせてハードルを低くしたり、メニュ

ーを細分化したりして、細かく導入できるようにして欲しい。

○「バスを活かした街づくり」というからには、単にバスを乗りやすくするというだけ

でなく、バスをツールとして街の問題解決、目標達成に活かしていくということを明

確にするべきである。

○日本型ＢＲＴという時には、矮小化せずに、日本の都市でやるべきことがなされるよ

うにして欲しい。

３．関係者との協働

○住民の意向、意見等を聴く仕組みが必要である。

○関係者がともに働くという意味の「協働」のあり方について位置づけを行うべきであ

る。

○走行環境の改善には、市町村の合意形成と強い意志、警察の協力が大切である。

４．コミュニティバス

○コミュニティバスについて提起した課題については、良い形で問題提起されているの

で、地方自治体にＰＲして欲しい。

○コミュニティバスの事業者選定について、価格だけではなく、安全性、利用者利便等

品質も考慮するように、地方公共団体に申し入れをして欲しい。

○利用者の本音をつかめるようなニーズ調査が必要である。また、住民参加、場合によ
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っては住民の負担も必要になると考えられる。

５．ノンステップバスの導入等利便性の改善

○標準仕様をつくったことで、改善の努力がみられなくなっている。特に、車内の段差

は、車内事故防止の観点からも、改善する必要がある。

○車内に段差のないノンステップバスが望ましいが、新しいタイプになると必ず価格が

上がるのは課題である。

○ノンステップバスの導入には補助があるが、開発には補助がない。新たなシステム作

りに対する支援が有効ではないか。

○停留所に上屋を作りたいが、歩道の幅等の制約があるので、その運用の改善が必要で

ある。

○地方公共団体の協調補助が得られないために国の補助が受けられないことがあるが、

地方の協調補助が得られない場合でも国の補助が受けられるようにして欲しい。

６．環境対策とバス利用の促進

○温暖化防止等環境対策とバス利用の促進について、どのように結びつけていくのか。

○事業者として、エコドライブに取り組むことが必要である。

７．公営交通関係

○人件費の差をみれば、地方都市で公営交通を経営することは到底無理である。国土交

通省は、総務省に対してその旨訴えるべきである。管理の受委託の ％枠について50
は、受け皿がしっかりしていれば、 ％でも ％でも問題はないと考える。70 75

○公営交通を抱える都市に限って交通政策が議論されていない事例が多いので、公営交

通を抱える都市は、市内の交通体系をきちんと議論し、その中で公営交通がネットワ

ーク上必要か否かという議論をしていく必要がある。

８．観光客の利用促進

○ビジターに対する利用促進も必要であり、ビジターが多いところについては、英語で

の案内も必要である。

９．高速バス、ツアーバス関係

○ツアーバスと高速バスについて、規制のあり方等を各々議論する必要がある。

１０．軽油高騰対策関係

○軽油が高騰しているが、地方ではコストに占める燃料費の割合が高いので、それを考

慮に入れた対策が必要である。

○燃料費が高騰する中で、揮発油税をバス会社の経営安定化に活用することはできない

か。



資料３ 今後の審議計画（案）

２月 第９回 関係者間の連携の強化等について

・国、地方公共団体、事業者等の役割について

・地方公共団体と事業者の連携強化について

・交通政策と街づくりについて

（事例：三郷市、盛岡市等の取り組み）

地域公共交通活性化法（案）

ＢＲＴ

３月 １～２回 論点整理

～４月 ・事業制度、支援制度等審議の中で提言された事項

などの検証

５月 １回程度 報告書案審議

６月 １回程度 報告
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